
 

 

 

 

「女性活躍加速のための重点方針 2016」 

 

Ⅲ 女性活躍のための基盤整備  

１．子育て基盤等の整備 

 

a) 子ども・子育て支援新制度、保育士の 

処遇改善 

 

(内閣府説明資料) 
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「女性活躍加速のための重点方針2016」該当箇所

大項目

中項目

小項目

細項目

該当施策名
（事業名）

当該施策の背景・
目的

○

○

28年度当初予算： 748,193,967 千円
28年度一次補正予算： - 千円
28年度二次補正予算： - 千円

29年度要求予算： 748,193,967＋事項要求 千円

○

該当施策概要

機構定員要求

・保護者が子育てについての第一義的責任を有するという基本的認識の下に、幼児期の
学校教育・保育、地域の子ども・子育て支援を総合的に推進
・認定こども園、幼稚園、保育所を通じた共通の給付（「施設型給付」）及び小規模保育等
への給付（「地域型保育給付」）
・地域の実情に応じた子ども・子育て支援（利用者支援、地域子育て支援拠点、放課後児
童クラブなどの「地域子ども・子育て支援事業」 ）

内閣府

子ども・子育て本部参事官（子ども・子育て支援担当）

その他（具体的に）

①　少子化社会対策大綱 に基づき、消費税財源から確保する0.7兆円程度を含め１兆円
超程度の財源を確保し、子ども・子育て支援新制度における幼児教育・保育・子育て支援
の「量的拡充」及び「質の向上」を確実に行う。

（１）待機児童解消に向けた子育て基盤の整備

１．子育て基盤等の整備

子ども・子育て支援新制度の実施

子ども・子育て新制度については、社会保障・税一体改革に関する確認書（社会保障部
分）（平成２４年６月１５日自民党・公明党・民主党）において、「幼児教育・保育・子育て支
援の質・量の充実を図るため、今回の消費税率の引き上げによる財源を含めて1兆円程
度の財源が必要」とされており、消費税財源から確保する0.7兆円程度の必要額、及び更
なる「質の向上」を実施するための0.3兆円超の財源を確保し、「量的拡充」及び「質の向
上」を着実に実施していく。

Ⅲ　女性活躍のための基盤整備

該当施策の政策手
段の分類

法令・制度改正

税制改正要望

予算

担当府省庁

通し番号  117 
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「女性活躍加速のための重点方針2016」該当箇所

大項目

中項目

小項目

細項目

該当施策名
（事業名）

当該施策の背景・
目的

○

○

○

28年度当初予算： 80,033,320 千円
28年度一次補正予算： - 千円
28年度二次補正予算： - 千円

29年度要求予算： 132,182,705 千円

○

該当施策概要

機構定員要求

・事業所内保育を主軸とした企業主導型の多様な就労形態に対応した保育サービスの拡
大を支援する仕組みを創設し、運営に係る経費及び約５万人の受け皿整備に伴う整備
費、改修費の一部を支援する。
・多様な働き方をしている労働者を念頭に、子育てしやすい環境づくりのため、様々な時
間帯に働いている家庭のベビーシッター派遣サービスの利用を促し、仕事と子育ての両
立支援による離職の防止、就労の継続、女性の活躍等を推進する。

該当施策の政策手
段の分類

法令・制度改正

税制改正要望

予算

担当府省庁

１．子育て基盤等の整備

仕事・子育て両立支援事業

２５～４４才の女性の就業率上昇が更に進むことを念頭に、待機児童解消加速化プランに
基づく平成２９年度末までの保育の受け皿整備の目標を上積みし、４０万人分から５０万
人分としたところ。うち５万人分の保育の受け皿整備の支援及び従来の子ども・子育て支
援に加え、夜間・休日のほか短時間の非正規社員など多様な働き方に対応した仕事と子
育ての両立に対する支援を行う。

Ⅲ　女性活躍のための基盤整備

通し番号  120 

内閣府

子ども・子育て本部参事官（子ども・子育て支援担当）

その他（具体的に）

③　夜勤等により様々な時間帯に働く従業員のニーズに対応するため、改正後の子ども・
子育て支援法に基づき、企業による柔軟な事業所内保育の整備（５万人分）や、ベビー
シッター派遣サービスの利用を支援する。

（１）待機児童解消に向けた子育て基盤の整備
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